
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年７月13日

【四半期会計期間】 第93期第１四半期(自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日)

【会社名】 株式会社丸栄

【英訳名】 MARUEI DEPARTMENT STORE COMPANY,LIMITED

【代表者の役職氏名】 取締役社長    京  極  修  二

【本店の所在の場所】 愛知県名古屋市中区栄三丁目３番１号

【電話番号】 052（264）1211（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役総務本部長   渡  邉  克  哉

【最寄りの連絡場所】 愛知県名古屋市中区栄三丁目３番１号

【電話番号】 052（264）1211（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役総務本部長    渡  邉  克  哉

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　   (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 株式会社名古屋証券取引所

　   (名古屋市中区栄三丁目８番20号)

　

EDINET提出書類

株式会社丸栄(E03022)

四半期報告書

 1/29



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第92期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第93期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第92期

会計期間
自  平成22年３月１日 自  平成23年３月１日 自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日 至  平成23年５月31日 至  平成23年２月28日

売上高 (百万円) 9,405 6,524 32,504

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △3 67 211

四半期(当期)
純損失（△）

(百万円) △795 △102 △5,212

純資産額 (百万円) 17,096 16,050 16,155

総資産額 (百万円) 55,762 49,451 49,743

１株当たり純資産額 (円) 304.42 186.32 187.54

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △14.16 △1.19 △70.77

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ― ─

自己資本比率 (％) 30.7 32.5 32.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 231 102 401

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 16 △174 △292

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △570 △61 △623

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,710 1,385 1,518

従業員数 (名) 518 265 272

(注)  １.当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

      ２.売上高には消費税及び地方消費税は含んでおりません。

      ３.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり四半

期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

 また、主要な関係会社の異動については、「３．関係会社の状況」に記載しております。

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社栄工社を会社分割（新設分割）し、以下

の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
(百万円)

主な事業の内容
議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

（連結子会社）

名古屋市中区 50 その他 100.0
役員の兼任
事務所の賃貸株式会社丸栄

エイセイクリーン

(注) １  「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

２  この会社分割により、株式会社栄工社の資本金は50百万円に減資しております。

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 　 平成23年５月31日現在

　 従業員数(名) 265（322）

(注)  1. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、当第１四半期連結会計期間の平均人

    数を外数で記載しております。

(2) 提出会社の状況

　 　 平成23年５月31日現在

　 従業員数(名) 199（166）

(注)  1. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、当第１四半期会計期間の平均人数を

    外数で記載しております。

EDINET提出書類

株式会社丸栄(E03022)

四半期報告書

 3/29



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社及び当社の関係会社においては、百貨店業、不動産賃貸業及びその他を行っており、生産及び受注に

ついては該当事項はありません。

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

百貨店業 5,739 ―

不動産賃貸業 503 ―

その他 282 ―

合計 6,524 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しているため、前年同期との比較は記載しておりません。

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。

（1）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、海外経済の回復などにより持ち直しに向けた動き

が期待されましたが、本年３月11日に発生した東日本大震災はさまざまな分野に大きな影響を及ぼすこと

となり、個人消費も低迷する厳しい状況が続き、先行きは不透明な状況にあります。

このような環境の中、当社グループの主たる事業分野であります百貨店業界におきましては、一部に震災

の影響を残しながらも、自粛ムードが薄れ、消費マインドの回復傾向もみられたものの、高額商品に対する

慎重姿勢や主力の衣料品や旅行関連商材が苦戦するなど、低調な商況が続きました。

こうした状況下、当第１四半期連結会計期間の当社グループの売上高は、連結子会社の減少の影響もあ

り、65億２千４百万円（前年同期比69.4％）となりました。利益面につきましては、営業利益１億５百万円

（前年同期比187.3％）、経常利益６千７百万円（前年同期は経常損失３百万円）となり、特別損失として、

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額など１億６千５百万円を計上いたしました結果、当第１四半期

連結会計期間の四半期純損失は１億２百万円（前年同期は７億９千５百万円の四半期純損失）となりまし

た。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号  平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しており、セグメント別の業績については前年同期とは適用

される会計基準等が異なるため、前年同期との比較は記載しておりません。

①百貨店業

百貨店業におきましては、継続的なスクラップ＆ビルドによるヤング・ニューキャリアゾーンのさら

なる充実に加え、メール会員の獲得強化に取り組むなど売上高の向上を図るとともに、「大九州展」の新

規開催やポイントアップセールの実施など、集客力アップに努めてまいりました。

しかしながら、非常に厳しい環境のもと、連結子会社の減少や売場縮小に伴う売上高の減少の影響もあ

り、百貨店業の売上高は57億３千９百万円となりました。利益面につきましては、徹底した経費管理と節

減に努め、営業利益１千３百万円という結果となりました。

②不動産賃貸業

不動産賃貸業におきましては、長引く不動産市況の低迷の中、空室率の改善に取り組みましたが、売上

高は５億３百万円となり、営業利益は２億３百万円となりました。

③その他

その他におきましては、運送業、友の会事業及び清掃業等を運営しており、売上高は２億８千２百万円

となりましたが、営業損失は４百万円という結果となりました。

（2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ２億９千１百万円減少し、494億５千１百万円と

なりました。これは流動資産が９千２百万円減少し、固定資産が１億９千２百万円減少したことによりま

す。固定資産の減少については、減価償却費等により有形固定資産が１億６千１百万円減少したことなど

によります。

（負債）

当第１四半期末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億８千６百万円減少し、334億１百万円とな

りました。これは流動負債が３億８千７百万円減少し、固定負債が２億円増加したことによります。流動

負債については、短期借入金が１億３千万円減少したことなどにより、固定負債については、長期借入金

が１億７千７百万円増加したことなどによります。

（純資産）

当第１四半期末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億５百万円減少し、160億５千万円となり

ました。これは主に四半期純損失を１億２百万円計上したことによるものであります。

（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第１四半期末に比べ３億２

千４百万円減少し、13億８千５百万円となりました。当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フ

ローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期に比べ１億２千９百万円減少し、１億２百万円となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純損失が９千８百万円、減価償却費２億１千２百万円、資産除去債

務会計基準の適用に伴う影響額１億５千８百万円等による調整と法人税等の支払額３千４百万円等によ

るものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、１億７千４百万円となりました。（前年同四半期は１千６百万円の収

入）これは主に、有形固定資産の取得による支出１億３千１百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期に比べ５億９百万円減少し、６千１百万円となりまし

た。これは主に、長期借入による収入11億円、長期借入金の返済による支出９億３千５百万円等によるも

のであります。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 165,940,000

計 165,940,000

② 【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成23年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年７月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 86,618,88786,618,887
東京、名古屋、
各証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 86,618,88786,618,887― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

転換社債型新株予約権付社債

（平成21年２月27日取締役会決議）

第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成21年３月16日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数（個） 35

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 （注５）

新株予約権の行使時の払込金額 （注６）

新株予約権の行使期間 （注７）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

（注８）

新株予約権の行使の条件 （注９）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注10）

代用払込みに関する事項 （注11）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注12）

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,500
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（注１）  本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である。

（注２）  本行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりである。

１  本新株予約権付社債は、株価の下落により、新株予約権の行使時の転換価額が修正され、新株予約権の行使

目的となる株式の数が増加する。

２  本新株予約権付社債の転換価額の修正基準、修正頻度及び転換価額の下限は以下のとおりである。

　 修正基準 　 株式会社東京証券取引所の終値の95％の値が、当初転換価額を下回る場合

　 修正頻度 　 平成25年２月28日の１回

　
転換価額の下限

　
180円（但し、転換価額の調整が行われる場合には、同じ割合で下限値も調整され
る。）

３  本新株予約権付社債の全ての新株予約権が行使された場合に交付すべき株式数の上限は19,444,444株で

あり、当第１四半期会計期間末現在の発行済株式総数に対して22.4％である。

４  本新株予約権付社債の全額の繰上償還を可能とする旨の条項が付されている。

（注３）  当社の株券の売買に関する事項についての本行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取

 り決めはない。 

（注４）  本行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての、本行使価額

 修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取り決めはない。 

（注５）  本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通株

式を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の払込金

額の総額を転換価額（以下に定義する。）で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り

捨て、現金による調整は行わない。 

「転換価額」とは、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項記載の当初金額を指すが、同欄第３項又

は第４項によりこれが修正又は調整される場合には、かかる修正又は調整後の金額をいう。 

（注６）１  本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債額は、そ

の払込金額と同額とする。

２  転換価額

転換価額は当初222円とし、本欄第３項又は第４項に従い修正又は調整される。

３  転換価額の修正

平成25年２月28日（同日が終値（気配値を含む。以下同じ。）のない日である場合又は取引日でない場合に

は直前の終値のある取引日を指し、以下「決定日」という。）において、決定日の株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の95％に相当する金額（円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」という。）が本欄第

２項記載の当初の転換価額（但し、本欄第４項による調整を受ける。）を下回っている場合には、転換価額

は決定日の翌日より修正後転換価額とする。但し、かかる算出の結果、修正後転換価額が180円（以下「下限

転換価額」という。但し、本欄第４項による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換

価額とする。

４  転換価額の調整

    (1) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合は、下記の算式（以下「転換価額調整式」という。）

により調整される。

　 　 　 　 　 　 　 交付普通
×

1株当たりの

　 　 　 　 　 既発行
＋

株式数 払込金額

　 調整後
＝

 調整前
×

普通株式数 時価 　

　 転換価額  転換価額 　 既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当てを受け

る権利を与えるための基準日が定められている場合はその日、また、当該基準日が定められていな

い場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から当

該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に、本項第(2)号又は第

(4)号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普

通株式の株式数を加えるものとする。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額

調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に関して増加した

当社普通株式数を含まないものとする。
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    (2) 転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

① 本項第(3)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、当社

の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の転換、交

換若しくは行使による場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合 

調整後の転換価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、又は当社普通株式の

無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株式の無償割当てについ

て、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以

降、これを適用する。

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもっ

て当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は本

項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償

割当ての場合を含む。） 

調整後の転換価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の

条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）又は

無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。 

上記にかかわらず、取得請求権付株式等が発行された時点で、転換、交換又は行使に際して交付

される当社普通株式の対価が確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点

で発行されている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行

使され当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の取得と引換えに本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付

する場合 

調整後の転換価額は、取得日の翌日以降、これを適用する。 

上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）に関して本号④による調整前に本号③又は⑤による転換価額の調整が行わ

れている場合には、(ⅰ)上記交付が行われた後の本項第(3)号③に定める完全希薄化後普通株式

数が、上記交付の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後の転換価額は、超過する

株式数を転換価額調整式の「交付普通株式数」とみなして、転換価額調整式を準用して算出す

るものとし、(ⅱ)上記交付の直前の既発行普通株式数を超えない場合は、本号④の調整は行わな

いものとする。 

⑤ 取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本号⑤において「取得価

額等」という。）の下方修正等が行われ（本項第(2)号又は第(4)号と類似の希薄化防止条項に基

づく調整の場合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が、当該修正が行われ

る日（以下「修正日」という。）における本項第(3)号②に定める時価を下回る価額になる場合

(ⅰ) 当該取得請求権付株式等に関し、本号③による転換価額の調整が修正日前に行われていない

場合、調整後の転換価額は、修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが修正日時点の条件

で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本号③の規定を準用し

て算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用する。

(ⅱ) 当該取得請求権付株式等に関し、本号③又は⑤(i)による転換価額の調整が修正日前に行われ

ている場合で、修正日に残存する取得請求権付株式等の全てを修正日時点の条件で転換、交換

又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの本項第(3)号③に定める完全

希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えるときに

は、調整後の転換価額は、当該超過株式数を転換価額調整式の「交付普通株式数」とみなし

て、転換価額調整式を準用して算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用する。なお、

１か月間に複数回の取得価額等の修正が行われる場合には、調整後の転換価額は、当該修正さ

れた取得価額等のうちの最も低いものについて、転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該月の末日の翌日以降、これを適用する。
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⑥ 本号③乃至⑤における対価とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（本号③における新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）

から、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財

産の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金

額をいう。

⑦ 本号①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定

され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認があった

日の翌日以降、これを適用するものとする。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の

承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、

当社普通株式を交付するものとする。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　
(
 調整前

─
 調整後

) ｘ
   調整前転換価額により当該

　 　
株式数 ＝

 転換価額  転換価額    期間内に交付された株式数

　 　 調整後転換価額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、その端数に調整後転換価額を乗じた

金額を返還する。 

⑧ 本号①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整後の

転換価額は、本号①乃至⑦の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利についての規

定を準用して算出するものとする。
    (3) ① 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨

      てる。

② 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（但し、本項第(2)号⑦の場合は

基準日）に先立つ45 取引日目に始まる30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

③ 完全希薄化後普通株式数は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済

普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該転換価額の調整以前

に、本項第(2)号又は第(4)号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ

交付されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該転換価額の調整において本項

第(2)号又は第(4)号に基づき「交付普通株式数」に該当するものとみなされることとなる当社普

通株式数を含む。）。

    (4) 本項第(2)号で定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

転換価額の調整を行う。

① 株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の

権利義務の全部又は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済

株式の全部の取得のために転換価額の調整を必要とするとき

② 当社普通株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とするとき

③ その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要

とするとき

④ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき

  ５ 本欄第３項により転換価額の修正が行われるときは、当社は、決定日後速やかに、その旨、修正前の転換価

額、修正後の転換価額、その適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知する。本欄

第４項により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨及びその事由、調整前の

転換価額、調整後の転換価額、その適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知す

る。但し、本欄第４項第(2)号⑦の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないとき

は、適用の日以降速やかにこれを行う。

（注７）  平成24年２月27日から平成26年２月27日までとする。但し、平成24年２月26日以前の時点においても、以下

    に定める条件のいずれかが満たされた場合には、その時点より本新株予約権を行使することができるものと

する。

① 20連続取引日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値が別記

「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項記載の当初の転換価額（但し、別記「新株予約権の

行使時の払込金額」欄第４項による調整を受ける。）の130%を超えた場合

② 当社以外の者により金融商品取引法に基づく当社普通株式の公開買付けが行われた場合
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（注８）１  本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格は当初222円とし、別記「新

株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項によりこれが修正又は調整される場合には、かかる修

正又は調整後の金額とする。 

２  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に定

めるところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、これを切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額より増加す

る資本金の額を減じた額とする。 

（注９）  当社が「13償還の方法」第２項第(2)号①若しくは②により本社債を繰上償還する場合又は当社が本社債に

つき期限の利益を喪失した場合には、繰上償還に係る償還日又は期限の利益の喪失日以後、本新株予約権を行

使することはできない。新株予約権の一部につきその行使を請求することはできない。

（注10）  本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより本社債又は本新株予約権の一

方のみを譲渡することができない。

（注11）  本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権にかかる本社債とし、当該本社債の価額

は、その払込金額と同額とする。

（注12）  組織再編等が生じた場合の承継会社等による新株予約権の交付 

１  組織再編等（「13償還の方法」第２項第(2)号①に定義する。）が生じた場合には、当社は、承継会社等

（「13償還の方法」第２項第(2)号①に定義する。）をして、本新株予約権付社債の社債要項に従って本新

株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付

させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、(ⅰ)その時点で適用のあ

る法律上実行可能であり、(ⅱ)その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能であり、かつ

(ⅲ)当該組織再編等の全体から見て当社が不合理であると判断する費用（租税を含む。）を当社又は承継

会社等が負担せずに実行可能であることを前提条件とする。また、かかる承継及び交付を行う場合、当社は、

承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の金融商品取引所における上場会社であるよう最

善の努力をするものとする。但し、本項に記載の当社の努力義務は、当社が「13償還の方法」第２項第(2)号

①記載の証明書を交付する場合には、適用されない。

２  本欄第１項の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

    (1) 新株予約権の数 

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の社債権者が保有する本新

株予約権の数と同一の数とする。 

    (2) 新株予約権の目的である株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

    (3) 新株予約権の目的である株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案のうえ、本新株予約権付社債の社債要項を参照して決定するほか、本号(ⅰ)又は(ⅱ)に従

う。なお、転換価額は別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項と同様の修正又は調

整に服する。 

(ⅰ) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を

行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会

社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使し

たときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式

以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又はその他の財産の価値を承継会社

等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき

るようにする。

(ⅱ) 本号(ⅰ)以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に本新株予約権付社債の社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編

等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額

を定める。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、承継された本社債の額面金額と同額とする。 

    (5) 新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編等の効力発生日（場合により効力発生日から14日以内の日）から、別記「新株予約権の

行使期間」欄に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。 
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    (6) その他の新株予約権の行使の条件 

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

    (7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

    (8) 組織再編等が生じた場合 

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。 

    (9) その他 

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。 

３  当社は、本欄第１項の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場合、

本新株予約権付社債の社債要項の趣旨に従う。

（注13）  償還の方法

１  償還金額

    額面100円につき金100円

ただし、繰上償還の場合は本欄第２項第(2)号①又は②に定める価額による。

２  償還の方法及び期限

    (1) 満期償還

平成26年２月28日（以下「満期償還日」という。）にその総額を額面100円につき金100円で償還する。

    (2) 繰上償還

当社は以下の場合において、満期償還日前に本社債を償還することができる。 

① 組織再編等による繰上償還

本新株予約権付社債の発行後、当社につき組織再編等（以下に定義する。）が生じた場合で、かつ、

当社が(a) 別記「組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」欄第１項記載の措置を

講ずることができない場合、又は(b)承継会社等（組織再編等における相手方であって、本新株予

約権付社債に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。以下同じ。）が当該組織再編等の効力発生

日において日本の金融商品取引所における上場会社であることを当社としては想定していない旨

の証明書を当社が本新株予約権付社債の社債権者に対して交付した場合、当社は、本新株予約権付

社債の社債権者に対して10営業日以上前に通知した上で、当該通知において指定した償還日（か

かる償還日は、当該組織再編等の効力発生日までの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部

は不可）を、額面100円につき金100円で繰上償還するものとする。

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）における、(ⅰ)

当社が消滅会社となる合併、(ⅱ)新設分割若しくは吸収分割（本新株予約権付社債に基づく当社

の義務が分割先の会社に移転される場合に限る。）、(ⅲ)当社が他の会社の完全子会社となる株式

交換若しくは株式移転、(ⅳ)資産譲渡（当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売

却若しくは移転で、その条件に従って本新株予約権付社債に基づく当社の義務が相手先に移転さ

れる場合に限る。）又は(ⅴ)その他の日本法上の会社組織再編手続で本新株予約権付社債に基づ

く当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものの承認決議の採択を総称する。

② その他の事由による繰上償還

本新株予約権付社債の発行後、平成21年８月31日までに当社が株式会社新田中（以下「新田中」

という。）の発行済株式全てを取得しない場合には、当社は、本新株予約権付社債の社債権者に対

して10営業日以上前に通知した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は平成21

年９月30日までの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、額面100円につき金

100円で繰上償還するものとする。但し、当社が新田中の発行済株式全てを取得しない旨を開示し

た場合には、平成21年８月30日以前の時点においても、本新株予約権付社債の社債権者に対して10

営業日以上前に通知した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は当該開示を

行った日（当日を含む。）から20営業日までの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不

可）を、額面100円につき金100円で繰上償還するものとする。

    (3) 償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払いは前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

３  元利金支払事務取扱者（元利金支払場所）

株式会社丸栄  総務部
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　
第４四半期会計期間

(平成22年12月１日から
平成23年２月28日まで)

第１四半期会計期間
(平成23年３月１日から
平成23年５月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等
の数 (個)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付
株式数 (株)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均
行使価額等 (円)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金
調達額 (百万円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における権利行
使された当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等の数の累計 (個)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の交付株式数 (株)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の平均行使価額等 (円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の資金調達額 (百万円)

─ ─

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年５月26日
（注）

─ 86,618,887 ─ 8,187 △4,958 540

  （注） 資本準備金の減少は、平成23年５月26日開催の定時株主総会決議に伴う欠損填補による減少であります。

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年２月28日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式)
普通株式 471,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 85,186,000 85,186 ─

単元未満株式 普通株式 961,887 ― ─

発行済株式総数 86,618,887― ―

総株主の議決権 ― 85,186 ―

(注)  「単元未満株式数」の欄には、当社所有の自己株式191株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成23年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社 丸  栄

名古屋市中区栄
三丁目３番１号

471,000 ― 471,000 0.54

計 ― 471,000 ― 471,000 0.54

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月 ４月 ５月

最高(円) 121 109 97

最低(円) 55 83 82

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場

第一部におけるものであります。

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第１四半期連

結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年３月

１日から平成22年５月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年３月１日から平成23年５

月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,394 1,526

受取手形及び売掛金 626 624

商品 624 631

その他 976 931

貸倒引当金 △148 △148

流動資産合計 3,473 3,565

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 10,308

※1
 10,411

土地 30,433 30,433

その他（純額） ※1
 222

※1
 281

有形固定資産合計 40,965 41,126

無形固定資産

のれん 1,488 1,509

その他 105 110

無形固定資産合計 1,594 1,619

投資その他の資産

投資有価証券 2,497 2,500

その他 4,745 4,747

貸倒引当金 △3,890 △3,890

投資その他の資産合計 3,352 3,357

固定資産合計 45,911 46,104

繰延資産 66 73

資産合計 49,451 49,743

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,000 2,013

短期借入金 3,070 3,200

1年内返済予定の長期借入金 5,603 5,616

1年内償還予定の社債 690 690

未使用商品券等引当金 393 402

その他の引当金 62 56

その他 3,151 3,380

流動負債合計 14,972 15,359

固定負債

社債 4,315 4,410

長期借入金 5,865 5,687

再評価に係る繰延税金負債 4,576 4,576
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

退職給付引当金 290 297

その他 3,382 3,256

固定負債合計 18,428 18,228

負債合計 33,401 33,587

純資産の部

株主資本

資本金 8,187 8,187

資本剰余金 540 5,499

利益剰余金 678 △4,177

自己株式 △106 △106

株主資本合計 9,300 9,402

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 1

土地再評価差額金 6,751 6,751

評価・換算差額等合計 6,749 6,752

純資産合計 16,050 16,155

負債純資産合計 49,451 49,743
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

売上高 9,405 6,524

売上原価 7,442 5,137

売上総利益 1,963 1,387

販売費及び一般管理費 ※1
 1,906

※1
 1,281

営業利益 56 105

営業外収益

受取利息 1 4

持分法による投資利益 11 9

売場改装協力金 49 53

その他 13 13

営業外収益合計 76 80

営業外費用

支払利息 93 81

その他 42 37

営業外費用合計 136 119

経常利益又は経常損失（△） △3 67

特別損失

投資有価証券評価損 525 5

減損損失 ※2
 184 －

固定資産除却損 19 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 158

その他 2 －

特別損失合計 731 165

税金等調整前四半期純損失（△） △734 △98

法人税等 60 3

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △102

四半期純損失（△） △795 △102
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △734 △98

減価償却費 288 212

のれん償却額 20 20

減損損失 184 －

受取利息及び受取配当金 △3 △4

支払利息 93 81

持分法による投資損益（△は益） △11 △9

投資有価証券評価損益（△は益） 525 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 158

売上債権の増減額（△は増加） △84 △1

たな卸資産の増減額（△は増加） 46 9

仕入債務の増減額（△は減少） 158 △12

その他 △158 △165

小計 324 196

利息及び配当金の受取額 11 9

利息の支払額 △97 △68

法人税等の支払額 △6 △34

営業活動によるキャッシュ・フロー 231 102

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 117 －

有形固定資産の取得による支出 △60 △131

その他 △41 △42

投資活動によるキャッシュ・フロー 16 △174

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 273 △130

長期借入れによる収入 950 1,100

長期借入金の返済による支出 △1,698 △935

社債の償還による支出 △95 △95

配当金の支払額 △0 △0

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △570 △61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △322 △132

現金及び現金同等物の期首残高 2,032 1,518

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,710

※1
 1,385
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成23年３月１日　至  平成23年５月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
   の変更

(1) 連結の範囲の変更

  当第１四半期連結会計期間において株式会社栄工社を会社分割（新設分
割）し、新たに設立した株式会社丸栄エイセイクリーンを連結の範囲に含めて
おります。

(2) 変更後の連結子会社の数

   ６社

２ 会計処理基準に関する事
   項の変更

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

  当第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業
会計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用し
ております。
  これにより、営業利益及び経常利益が０百万円減少し、税金等調整前四半期
純損失が158百万円増加しております。
  また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は158百万円で
あります。
 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純損失(△)」の科目を表示しております。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２  棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定しております。

３  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出しておりま

す。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算しております。なお、

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成23年５月31日） （平成23年２月28日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額 ※１  有形固定資産の減価償却累計額

　 18,089百万円　 17,877百万円

　 　 　 　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日） （自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日）

※1  販売費及び一般管理費の主なもの ※1  販売費及び一般管理費の主なもの

　 　 　 　

役員報酬及び従業員給料手当 749百万円役員報酬及び従業員給料手当 437百万円

退職給付費用 40百万円退職給付費用 20百万円

のれん償却額 20百万円のれん償却額 20百万円

　 　 　 　

※２  減損損失

  当社グループは、事業用資産については管理会計上
の区分で、賃貸資産及び遊休資産については個別物件
単位でグルーピングし減損の兆候を判定しております
が、下記資産については、出店契約の解除申し入れに伴
い、個別物件単位にグルーピングを変更いたしました。
  なお、当該資産については、除却する見込みとなった
ため、回収可能価額をゼロとして帳簿価額全額を減損
しております。

　 用途 会社及び場所 種類
金額

（百万円）

　 事業用資産
㈱丸栄

名古屋市中区

スカイル８階部分

建物及び構築物 184

 

―――――――

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日） （自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日）

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,717百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △7  〃

現金及び現金同等物 1,710百万円
 

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金 1,394百万円

　 預金期間が３か月超の定期預金 △9  〃

　 現金及び現金同等物 1,385百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年３月１

日  至  平成23年５月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 86,618,887

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 472,891

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

該当事項はありません。

  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

　
百貨店業
(百万円)

不動産
賃貸業
(百万円)

運送業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

    売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,568 537 299 ─ 9,405 ─ 9,405

  (2) セグメント間
      の内部売上高
      又は振替高

0 38 179 19 238 (238) ─

計 8,569 576 478 19 9,644 (238) 9,405

    営業利益又は
    営業損失(△)

△122 192 △6 △8 55 1 56

(注)  １  事業区分は日本標準産業分類によっております。

      ２  当第１四半期連結会計期間からその他の事業の内容は、前払式特定取引業（友の会事業）のみとなっており

ます。これは、その他の事業において飲食業を営んでおりました連結子会社を、株式売却により前連結会計年

度末において連結の範囲から除外したことによるものであります。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

当連結企業集団には、在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

国内売上のみのため該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社丸栄(E03022)

四半期報告書

24/29



　

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは百貨店業を中心に不動産賃貸業や運送業等を展開しており、サービス内容・経済的特

徴を考慮した上で集約し、「百貨店業」、「不動産賃貸業」を報告セグメントとしております。

「百貨店業」は主として衣料品、身の回り品、家庭用品、食料品等の販売を行う百貨店事業を行ってお

ります。「不動産賃貸業」は、オフィスや店舗の賃貸等を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日）

　 　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3百貨店業

不動産
賃貸業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,739 503 6,242 282 6,524 ― 6,524

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 39 40 171 212 △212 ―

計 5,740 543 6,283 453 6,737 △212 6,524

セグメント利益又は損失(△) 13 203 217 △4 213 △107 105

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送業、友の会事業及び清掃業

等を含んでおります。

 ２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△107百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△108百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の管理部門における費用

等であります。

 ３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

　 　

　 186.32円
　

　 　

　 187.54円
　

２  １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
  至  平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
  至  平成23年５月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △14.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

　 １株当たり四半期純損失(△) △1.19円

　 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 ―
　

(注)  １.  前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

  ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２.  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
  至  平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
  至  平成23年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)    
(百万円)

△795 △102

普通株式に係る四半期純損失(△) (百万円) △795 △102

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数  (千株) 56,161 86,146

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年７月12日

株式会社丸栄

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柴    山    昭    三

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    楠    元          宏

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社丸栄の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22

年３月１日から平成22年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸栄及び連結子会社の平成22年5月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は「早期退職特別優遇支援措置」の実施にあたり募集を

行った結果、120名の応募があった。これに伴う特別加算金及び再就職支援に係る費用等は現在算定中であり、

第２四半期連結会計期間において特別損失として計上する予定である。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年７月13日

株式会社丸栄

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮    本    正    司

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    楠    元          宏

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社丸栄の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23

年３月１日から平成23年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸栄及び連結子会社の平成23年5月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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